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１．市場区分の見直し
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 東証は、上場会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を支え、国内外の多様な投資者から高い支
持を得られる魅力的な現物市場を提供することを目的として、2022年４月４日に市場区分を再編

2022年4月4日
新市場区分に移行

市場第一部
流通性が高い企業向けの市場

マザーズ
新興企業向けの市場

市場第二部
実績ある企業向けの市場

従来の市場区分

スタンダードスタンダード

グロースグロース

多様な企業向けの市場
（実績ある企業・新興企業）

新しい市場区分
高い流動性とガバナンス水
準を備え、グローバルな投
資家との建設的な対話を中
心に据えた企業向けの市場

公開された市場における
投資対象として十分な流
動性とガバナンス水準を
備えた企業向けの市場

高い成長可能性を有す
る企業向けの市場

プライム市場 スタンダード市場 グロース市場

＜指摘されていた課題＞
 各市場区分のコンセプトが曖昧
 企業価値向上に向けた動機付けに乏しい
 投資対象としての機能性を備えた指数がない

＜基本的な考え方＞
 各市場区分のコンセプトに応じた基準の設定
 各市場区分の新規上場基準と上場維持基準を原則共通化



© 2022 Tokyo Stock Exchange, Inc. 4

２．上場会社の新市場区分への移行結果

市場第一部
２,１７７社

市場第二部・
ＪＡＳＤＡＱ
スタンダード
１,１２７社

マザーズ・
ＪＡＳＤＡＱ

グロース
４６６社

（スタンダー
ド市場選択
３３８社）

プライム市場
１，８３９社

スタンダード市場
１，４６６社

グロース市場
４６６社

新市場区分の選択結果
（内円：現市場区分、外円：新市場区分）

上場会社数：３，７７１社
（2022年4月4日時点）

注：１社が2022年4月4日にグロース市場へ新規上場

プライム市場を選択した会社（１，８３９社）
 コーポレートガバナンス・コード改訂を踏まえた一段高いガ

バナンス（取締役会・英文開示等）への取組、流動性の向上
のための売出、事業ポートフォリオの見直し、親子上場の解
消などの動き

 上場維持基準に適合していない２９５社は、基準適合に向け
た計画を開示し、成長戦略の実施による企業価値向上、政策
保有株縮減や自社株消却等による流動性改善に取り組む

スタンダード市場を選択した会社（１，４６６社）
 市場第一部上場会社のうち３３８社が、自社の事業環境や経

営戦略等を踏まえ、企業価値向上に向けて自社に最適な市場
区分として選択

 ＪＡＳＤＡＱスタンダード上場会社は、新たにコーポレート
ガバナンス・コード全原則への対応に取り組む

グロース市場を選択した会社（４６６社）
 新たに「事業計画及び成長可能性に関する事項」を開示し、

今後の成長に向けた施策に取り組む

移行にあたっての上場会社の動き

 上場会社は、新市場区分のコンセプト・基準や自社の経営環境を踏まえ、昨年末までに新市場区分を選択
 新市場区分への移行にあたって、上場会社では、流動性・ガバナンス向上への取組などの動き
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３．本フォローアップ会議の目的・進め方
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＜本フォローアップ会議の目的＞

新市場区分への移行は、あくまでも上場会社における企業価値向上の実現に向けた「スタート
ライン」であり、移行後も継続的にフォローアップが必要

市場区分見直しの実効性向上に向けて、施策の進捗状況や投資家の評価などをフォローアップ
し、上場会社の企業価値向上への取組や経過措置の取扱い、ベンチャー企業への資金供給など
に関する追加的な対応について東証に助言することを目的に、本フォローアップ会議を設置

第一回では、各市場区分の現状を踏まえつつ、本会議におけるフォローアップの内容や方法、
見直しの実効性を確保していくための取組等について、幅広くご意見を伺う

次回以降、第一回で挙げられた論点について、関係者ヒアリング（ゲストスピーカー）や、意
見募集なども実施し、広く市場関係者の意見を聴取したうえで、取りまとめていく想定

その後は、取りまとめた論点を踏まえつつ、継続的に定点評価
⇒ 東証では、議論の状況を踏まえて、適宜、具体的な追加施策を検討

＜本フォローアップ会議の進め方＞
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53社

104社

44社

122社

111社

45社

250億円以上

100億円以上
250億円未満

70億円以上
100億円未満

40億円以上
70億円未満

20億円以上
40億円未満

20億円未満

140社

281社

248社

336社

326社

128社

250億円以上

100億円以上
250億円未満

70億円以上
100億円未満

40億円以上
70億円未満

20億円以上
40億円未満

20億円未満

135社

545社

306社

389社

366社

97社

1兆円以上

1,000億円以上
1兆円未満

500億円以上
1,000億円未満

250億円以上
500億円未満

100億円以上
250億円未満

100億円未満

7

１.（１）各市場区分における時価総額の分布

1,000億円以上：
680社 (37%)
(中央値 3,052億円)
(平均値 9,268億円)

時価総額 時価総額 時価総額

プライム市場プライム市場 スタンダード市場スタンダード市場 グロース市場グロース市場

 各市場区分とも、上場会社の時価総額の規模にはバラつきが見られる
 プライム市場及びスタンダード市場の時価総額が小さい企業群では、流通時価総額基準（プライム市場100

億円、スタンダード市場10億円）への安定的な適合が課題

注： 2022年7月1日時点の時価総額

（中央値：５７３億円） （中央値：６２億円） （中央値：６０億円）

250億円以上
1,000億円未満：
695社 (38%)
(中央値 453億円)
(平均値 510億円)

250億円未満：
463社 (25％)
(中央値 160億円)
(平均値 155億円)

100億円以上：
421社 (29%)
(中央値 183億円)
(平均値 388億円)

40億円以上
100億円未満：

584社 (40%)
(中央値 64億円)
(平均値 66億円)

40億円未満：
454社 (31%)

(中央値 26億円)
(平均値 26億円)

100億円以上：
157社(33%)
(中央値 192億円)
(平均値 299億円)

40億円以上
100億円未満：
166社(35%)
(中央値 58億円)
(平均値 61億円)

40億円未満：
156社 (33%)
(中央値 26億円)
(平均値 25億円)
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70社
28%

336社
75%

399社
95%

326社
98%

558社
98%

150社
99%

1,839社
84%

(69社)

(177社)

(26社)

(8社)

(12社)

(3社)

(295社)

182社
72%

114社
25%

23社
5%

7社
2%

11社
2%

1社
1%

338社
16%

100億円未満

100億円以上
250億円未満

250億円以上
500億円未満

500億円以上
1,000億円未満

1,000億円以上
1兆円未満

1兆円以上

市場第一部
全社

プライム市場を選択 スタンダード市場を選択（うち適合計画開示）

8

【参考】市場第一部上場会社の時価総額別の移行状況

 時価総額が小規模になるにつれスタンダード市場を選択する企業の割合が増え、時価総額100億円未満の企業
では72％（182社）がスタンダード市場を選択

 他方、十分な時価総額規模を有する企業も一定数（時価総額250億円以上42社）がスタンダード市場を選択

(n=2,177)

(n=151)

(n=569)

(n=333)

(n=422)

(n=450)

(n=252)

時価総額

大

小

注：移行基準日時点（2021年6月末）の時価総額

うち23社は
プライム市場
の基準に適合

時価総額
250億円以上

42社

時価総額が低いほど、
スタンダード市場を
選択する割合が増加
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【参考】海外市場との比較（プライム市場）①

取引所 東証
（旧市場）

東証
（新市場） NASDAQ ロンドン ドイツ NYSE 香港

名称 市場
第一部 プライム市場 Global 

Select Premium Prime NYSE Main 
Board

コンセプト ー ー
世界で最も
上場基準が
厳しい市場

上場基準が
より厳格な

市場
国際投資家
向け市場

大規模・
中規模企業
向け市場

実績のある
企業向け

市場

社数
(全市場合計)

2,177社

(3,770社)

1,838社

(3,776社)
1,543社

1,624社

(3,797社)

444社

(663社)

307社

(490社)
2,599社 2,229社

合計
時価総額 715兆円 673兆円 666兆円 2,654兆円 400兆円 285兆円 4,013兆円 651兆円

時価総額
中央値 434億円 573億円 762億円 1,430億円 1,668億円 1,361億円 2,079億円 173億円

階層構造を採用 階層構造でない

注：東証（旧市場）は2022年4月1日時点、その他は2022年７月１日時点取得データ（出所：各取引所の公表資料等より作成）
注：全市場合計の社数は、東証（旧市場）は市場第一部・市場第二部・マザーズ・JASDAQ、東証（新市場）はプライム市場・スタンダード市場・グロース市場、

NASDAQはGlobal Select・Global・Capital Market、ロンドンはPremium・Standard（投資ファンド除く）、ドイツはPrime・General・Scaleの会社数を合算

適合計画
開示会社除く

適合計画
開示会社除く
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【参考】海外市場との比較（プライム市場）②

注：東証（旧市場）は2022年4月1日時点、その他は2022年７月１日時点取得データ（出所：各取引所の公表資料等より作成）

円の面積：
合計時価総額

市場第一部

プライム市場

プライム市場
(適合計画開示会社除く)

NASDAQ (Global Select)ロンドン (Premium)

ドイツ (Prime)

NYSE

香港 (Main Board)
0 億円

1,000 億円

2,000 億円

3,000 億円

0 社 1,000 社 2,000 社 3,000 社

上場会社数

時価総額 (中央値)

1,000社

750社

プライム市場が目指す方向性：
上場会社各社の企業価値の向上

単純に社数を
絞った場合

時価総額(中央値)と上場会社数の分布時価総額(中央値)と上場会社数の分布
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１.（２）市場合計時価総額の推移（過去10年間）
過去10年間で市場合計の時価総額は倍増、新興市場の時価総額も大幅に増加

主要株価指数の推移主要株価指数の推移

296 兆円

728 兆円

301 兆円

753 兆円

3 兆円 6 兆円

1 兆円

9 兆円10 兆円

10 兆円

0 兆円

10 兆円

20 兆円

30 兆円

0 兆円

250 兆円

500 兆円

750 兆円

20
12

年

20
13

年

20
14

年

20
15

年

20
16

年

20
17

年

20
18

年

20
19

年

20
20

年

20
21

年

20
22

年

注：2012年～2021年は年末時点、2022年は7月1日時点の時価総額

上段：市場第一部、プライム、全市場合計
下段：上記以外の市場区分

→ 新市場区分

750兆円
30兆円

500兆円
20兆円

250兆円
10兆円

プライム
673 兆円

スタンダード
21 兆円

グロース
6 兆円

全市場合計

市場第一部

JASDAQ

市場第二部

マザーズ

700兆円

市場合計時価総額の推移市場合計時価総額の推移

2012年6月末の値を
100とした指数

TOPIX
243pt

S&P500
278pt

NASDAQ100
440pt

MSCIワールド
206pt

2022年
６月末時点

100

0

200

400

600

20
12

年
6月

20
13

年
6月

20
14

年
6月

20
15

年
6月

20
16

年
6月

20
17

年
6月

20
18

年
6月

20
19

年
6月

20
20

年
6月

20
21

年
6月

20
22

年
6月

米：NYSE総合
米：NASDAQ100
米：S&P500
英：FTSE100
独：DAX
香港：ハンセン
世界：MSCIワールド
TOPIX

注：Bloombergから取得したデータを東証で加工
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10倍以上 87 社 6% 24 社 2% 6 社 2% 1 社 2% 118 社 4%

5倍以上 10倍未満 154 社 11% 65 社 6% 32 社 9% 2 社 4% 253 社 9%

3倍以上 5倍未満 253 社 17% 152 社 15% 57 社 16% 6 社 12% 468 社 16%

2倍以上 3倍未満 309 社 21% 210 社 21% 81 社 23% 16 社 33% 616 社 21%

1倍以上 2倍未満 480 社 33% 388 社 38% 131 社 38% 20 社 41% 1,019 社 35%

0.5倍以上 1倍未満 155 社 11% 154 社 15% 33 社 9% 4 社 8% 346 社 12%

0.5倍未満 16 社 1% 31 社 3% 9 社 3% ‐ 56 社 2%

合計 1,454 社 100% 1,024 社 100% 349 社 100% 49 社 100% 2,876 社 100%

過去10年間の
時価総額の変化

合計
1兆円以上

10年前の時価総額

1,000億円以上
1兆円未満

100億円以上
1,000億円未満100億円未満

12

１.（３）上場会社の時価総額の変化（過去10年間）

 過去10年間では、上場会社の86％が時価総額を増加、118社が時価総額10倍以上

注：2012年6月末から現時点まで継続して上場している会社を対象として、2012年6月末と2022年6月末の時価総額を比較

上昇
2,474社
(86%)

下落
402社
(14%)
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＃
証券

コード 会社名 市場区分 上場年 業種
2012年
時価総額

2022年
時価総額 増加額 増加率 ＃

証券
コード 会社名 市場区分 上場年 業種

2012年
時価総額

2022年
時価総額 増加額 増加率

1 6920 レーザーテック プライム 1990 電気機器 174億円 1兆5,227億円+1兆5,053億円 87.7倍 26 6630 ヤーマン プライム 2009 電気機器 70億円 1,008億円 +938億円 14.3倍
2 2379 ディップ プライム 2004 サービス業 39億円 2,258億円 +2,219億円 58.0倍 27 4612 日本ペイントホールディングス プライム 1949 化学 1,715億円 2兆3,965億円+2兆2,251億円 14.0倍
3 3038 神戸物産 プライム 2006 卸売業 180億円 9,097億円 +8,917億円 50.4倍 28 2175 エス・エム・エス プライム 2008 サービス業 168億円 2,330億円 +2,163億円 13.9倍
4 6323 ローツェ プライム 1997 機械 31億円 1,494億円 +1,463億円 48.1倍 29 7419 ノジマ プライム 1994 小売業 105億円 1,444億円 +1,339億円 13.7倍
5 3003 ヒューリック プライム 1949 不動産業 181億円 8,063億円 +7,882億円 44.6倍 30 2413 エムスリー プライム 2004 サービス業 2,014億円 2兆6,464億円+2兆4,449億円 13.1倍
6 6055 ジャパンマテリアル プライム 2011 サービス業 60億円 2,037億円 +1,976億円 33.8倍 31 4684 オービック プライム 1998 情報・通信業 1,521億円 1兆9,113億円+1兆7,592億円 12.6倍
7 2154 夢真ビーネックスグループ プライム 2007 サービス業 45億円 1,367億円 +1,323億円 30.6倍 32 6758 ソニーグループ プライム 1958 電気機器 1兆1,282億円 13兆9,917億円+12兆8,634億円 12.4倍
8 2427 アウトソーシング プライム 2004 サービス業 47億円 1,304億円 +1,257億円 27.7倍 33 8111 ゴールドウイン プライム 1981 繊維製品 293億円 3,616億円 +3,323億円 12.3倍
9 8771 イー・ギャランティ プライム 2007 その他金融業 37億円 1,013億円 +976億円 27.5倍 34 3635 コーエーテクモホールディングス プライム 2009 情報・通信業 600億円 7,361億円 +6,761億円 12.3倍

10 3769 ＧＭＯペイメントゲートウェイ プライム 2005 情報・通信業 269億円 7,311億円 +7,042億円 27.2倍 35 4812 電通国際情報サービス プライム 2000 情報・通信業 214億円 2,617億円 +2,403億円 12.2倍
11 2222 寿スピリッツ プライム 1994 食料品 86億円 2,300億円 +2,214億円 26.6倍 36 4552 ＪＣＲファーマ プライム 1992 医薬品 249億円 3,002億円 +2,753億円 12.1倍
12 2491 バリューコマース プライム 2006 サービス業 49億円 1,081億円 +1,031億円 21.9倍 37 2384 ＳＢＳホールディングス プライム 2003 陸運業 97億円 1,082億円 +986億円 11.2倍
13 3387 クリエイト・レストランツ・ホールディングス プライム 2005 小売業 91億円 1,988億円 +1,897億円 21.8倍 38 3141 ウエルシアホールディングス プライム 2008 小売業 510億円 5,702億円 +5,192億円 11.2倍
14 3064 ＭｏｎｏｔａＲＯ プライム 2006 小売業 531億円 1兆106億円 +9,576億円 19.0倍 39 6432 竹内製作所 プライム 2002 機械 106億円 1,137億円 +1,032億円 10.8倍
15 6723 ルネサスエレクトロニクス プライム 2003 電気機器 1,276億円 2兆4,064億円+2兆2,788億円 18.9倍 40 3626 ＴＩＳ プライム 2008 情報・通信業 832億円 8,929億円 +8,097億円 10.7倍
16 4686 ジャストシステム プライム 1997 情報・通信業 131億円 2,463億円 +2,332億円 18.8倍 41 8035 東京エレクトロン プライム 1980 電気機器 6,674億円 6兆9,644億円+6兆2,970億円 10.4倍
17 6966 三井ハイテック プライム 1984 電気機器 181億円 3,323億円 +3,142億円 18.3倍 42 4368 扶桑化学工業 プライム 2001 化学 121億円 1,261億円 +1,140億円 10.4倍
18 4816 東映アニメーション スタンダード 2000 情報・通信業 253億円 4,536億円 +4,283億円 18.0倍 43 3765 ガンホー・オンライン・エンターテイメント プライム 2005 情報・通信業 210億円 2,184億円 +1,974億円 10.4倍
19 2412 ベネフィット・ワン プライム 2004 サービス業 163億円 2,904億円 +2,741億円 17.8倍 44 7733 オリンパス プライム 1949 精密機器 3,494億円 3兆5,059億円+3兆1,565億円 10.0倍
20 7839 ＳＨＯＥＩ プライム 2004 その他製品 82億円 1,426億円 +1,344億円 17.4倍
21 6383 ダイフク プライム 1961 機械 567億円 9,825億円 +9,258億円 17.3倍
22 6951 日本電子 プライム 1962 電気機器 157億円 2,695億円 +2,538億円 17.2倍
23 7747 朝日インテック プライム 2004 精密機器 333億円 5,563億円 +5,230億円 16.7倍
24 2127 日本Ｍ＆Ａセンターホールディングス プライム 2006 サービス業 322億円 4,857億円 +4,534億円 15.1倍
25 4293 セプテーニ・ホールディングス スタンダード 2001 サービス業 77億円 1,104億円 +1,027億円 14.4倍

13

【参考】過去10年間で時価総額10倍以上となった会社

注： 時価総額は6月末時点

（現在の時価総額1,000億円以上 計44社）
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【参考】業種別の上場会社の時価総額の変化（過去10年間）
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時価総額の変化

注：ｐ75は下位から75%に位置する企業、ｐ25は下位から25%に位置する企業の数値を示す
注：2012年6月末から現時点まで継続して上場している会社を対象として、2012年6月末と2022年6月末の時価総額を比較
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２.（１）ＲＯＥ（自己資本利益率）
 ＲＯＥ８％未満がプライム市場で47％（857社）、スタンダード市場で63％（912社）
 主要株価指数の構成企業のうちＲＯＥ８％未満の企業の割合は、米国（S&P500）14%、欧州

（STOXX600）19%に対して、日本（TOPIX500）は40%

6%

16%

26%

41%

47%

20%

34%

24%

15%

20%

13%

39%

プライム

スタンダード

グロース

注： QUICKから取得したデータを東証で加工、2022年7月1日時点(外国会社を除く)

市場区分別のＲＯＥの分布市場区分別のＲＯＥの分布

47% (857社)

63% (912社)

46% (219社) 

ＲＯＥ８％未満

（ｎ=1,837）

（ｎ=1,457）

（ｎ=476）

プライムプライム

スタンダードスタンダード

グロースグロース

0%未満
0％以上
8％未満

8％以上
15％未満 15％以上

53% (980社)
ＲＯＥ８％以上

37% (545社)

54% (257社)

ＲＯＥの海外比較 (主要企業)ＲＯＥの海外比較 (主要企業)

5%

2%

7%

35%

12%

12%

40%

25%

32%

19%

61%

49%

日本

(TOPIX500)

米国

(S&P500)

欧州

(STOXX600)

40%

14%

19%

ＲＯＥ８％未満

0%未満
0％以上
8％未満

8％以上
15％未満 15％以上

60%

86%

81%

ＲＯＥ８％以上

注： Bloombergから取得したデータを東証で加工、
データが得られる企業のみ抽出、2022年7月1日時点
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２.（２）ＰＢＲ（株価純資産倍率）
 ＰＢＲ１倍割れがプライム市場の50％（922社）、スタンダード市場の64％（934社）
 主要株価指数の構成企業のうちＰＢＲ１倍割れの企業の割合は、米国（S&P500）５%、欧州（STOXX600）

24%に対して、日本（TOPIX500）は43%

9%
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34%
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ＰＢＲの海外比較 (主要企業)ＰＢＲの海外比較 (主要企業)

43%

５%

24%

ＰＢＲ１倍割れ 純資産が負

0.5倍未満
0.5倍以上
１倍未満

1倍以上
2倍未満 2倍以上

57%

89%

75%

ＰＢＲ１倍以上

注： Bloombergから取得したデータを東証で加工、
データが得られる企業のみ抽出、2022年7月1日時点
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市場区分別のＰＢＲの分布市場区分別のＰＢＲの分布

50% (922社)

64% (934社)

7% (32社)

0.5倍未満
0.5倍以上
１倍未満

1倍以上
2倍未満 2倍以上

ＰＢＲ１倍割れ

（ｎ=1,837）

（ｎ=1,457）

（ｎ=476）

プライムプライム

スタンダードスタンダード

グロースグロース

50% (915社)
ＰＢＲ１倍以上

36% (523社)

93% (444社)
注： QUICKから取得したデータを東証で加工、2022年7月1日時点(外国会社を除く)
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３. (１) 上場維持基準に適合していない会社の状況

流通株式時価総額（１００億円以上） ： ２１７社
流通株式比率（３５％以上） ： ３６社
売買代金（０.２億円以上／日） ： ８１社
合計（重複除く） ： ２６２社

 上場維持基準に適合しておらず、適合に向けた計画を開示している会社は４９２社（全市場合計）
※ 適合計画を開示している５４９社のうち、５７社は自社の試算ベースで適合した旨を公表

 計画期間の終了時期は、新市場区分移行後２～４年に集中しており、９５％が５年以内

プライム市場プライム市場

スタンダード市場スタンダード市場

グロース市場グロース市場

流通株式時価総額（１０億円以上） ： １２２社
流通株式比率（２５％以上） ： ７７社
株主数（４００人以上） ： １１社
合計（重複除く） ： １９１社

流通株式時価総額（５億円以上） ： ２社
流通株式比率（２５％以上） ： ２０社
時価総額（10年経過後40億円以上） ： １８社
合計（重複除く） ： ３９社

注：適合計画を開示している295社のうち、 33社は自社の試算ベースで適合した旨を公表

注：適合計画を開示している209社のうち、18社は自社の試算ベースで適合した旨を公表

注：適合計画を開示している45社のうち、６社は自社の試算ベースで適合した旨を公表

～１年
（2022年4月～

2023年3月）

１～2年
（2023年4月~

2024年3月）

２～３年
（2024年4月~

2025年3月）

３～４年
（2025年4月~

2026年3月）

４～５年
（2026年4月~

2027年3月）

5年～
（2027年4月~）
※最長2032年3月

累積
(全市場合計)

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間。複数の基準に適合していない場合、最長の計画期間を採用

基準ごとの適合していない会社数基準ごとの適合していない会社数 計画期間の終了時期の分布計画期間の終了時期の分布

5 ~  6年:20社
6 ~  7年: 3社
7 ~  8年: 2社
8 ~  9年: 1社
9 ~10年: 1社

注：2022年７月１日時点
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【参考】プライム市場 流通株式時価総額基準(100億円)に適合していない会社の状況
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注：移行基準日（2021年6月末）時点企業価値向上

流通株式比率
引上げ

適合計画の期間

期間

短

長

流通株式時価総額100億円のライン (計217社)
流通株式比率引上げだけでは基準
適合できず、企業価値向上が必須

流通株式比率基準
(35%)にも未達

⇒ 基準適合

 流通株式比率の引上げにより基準に適合できる会社もある一方で、時価総額が小さいため流通株式比率
の引上げだけでは基準に適合できず、時価総額そのものの増加が必要となる会社も多い
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３. (２) 上場維持基準の適合に向けた取組

 流通株式比率の基準に適合していない企業の取組内容では、大株主による売却や、その実現のための環
境整備、自己株式の売却・消却が多い

 流通株式時価総額、売買代金の基準に適合していない企業の取組内容では、経営戦略・成長戦略の着実
な推進、事業ポートフォリオ見直しによる収益性の向上、株主還元やIR・情報発信の強化が多い

適合していない基準 主な取組内容

流通株式比率

 大株主（創業者、役員、親会社、金融機関、事業法人など）による売却
 株式持ち合いの解消
 前２項の実現に向けた環境整備（企業価値向上、流動性改善など）
 自己株式（金庫株）の売却・消却
 新株の発行、新株予約権の発行・行使

流通株式時価総額

・売買代金

 中期経営計画等に基づく経営戦略・成長戦略の推進
 事業ポートフォリオ見直し（新規事業、Ｍ&A、不採算事業撤退など）
 株主還元の強化（配当性向引上げ、安定配当、自社株買いなど）
 ＩＲ・情報発信の強化（投資家との対話、英文開示、海外IRの強化など）
 流通株式比率の向上
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【参考】上場廃止会社数の推移

 2021年に上場廃止となった86社のうち、MBOや上場会社による完全子会社化、M＆Aなどコーポレートア
クションに伴う上場廃止が83社と、前年（2020年）の54社、前々年（2019年）の39社から大幅に増加

その他の上場廃止

コーポレートアクション
（MBO、上場会社によ
る完全子会社化、M＆A
など）に伴う上場廃止

注：2022年は６月末時点
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４.（１）海外投資家の保有率（プライム市場）

 時価総額が大きい企業では海外投資家の保有率が高い企業が多い一方で、時価総額が小さい企業では
海外投資家の保有率が低い企業も多い

注：コーポレート・ガバナンス報告書のデータ（2022年4月14日時点）から東証が集計。外国会社のぞく。
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プライム市場合計

【上位】1,000億円以上

【中位】250億円以上

1,000億円未満

【下位】250億円未満

海外投資家保有比率
３割以上2割以上3割未満1割以上2割未満1割未満

プライム市場 合計
（n=1,837）

時価総額
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（n= 679）

時価総額
250億円以上

1,000億円未満
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時価総額
250億円未満
（n=463）
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集通知

(通知本文)

IR説明会
資料

適時開示
(決算短信

以外)

CG
報告書

有価
証券

報告書

92.1% 77.1% 76.1% 61.1% 38.7% 24.5% 13.3%

1,000億円以上
（n=679） 98.4% 89.6% 89.9% 86.2% 66.9% 49.1% 26.5%

250億円以上1,000
億円未満 (n=695) 90.6% 72.7% 75.0% 52.2% 26.3% 13.1% 7.2%

250億円未満
（n=463） 84.9% 65.4% 57.5% 37.6% 15.8% 5.4% 3.2%

時価
総額別

英文開示
実施

書類別の実施状況

プライム（n=1,837）
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４.（２）英文開示の状況

 プライム市場上場会社では、改訂ＣＧコードの適用も踏まえ、英文開示の取組みが全体的に進展
 ただし、資料別では英文開示が不十分な書類も見られ、海外投資家からもさらなる英文開示情報の充実や、

英文開示タイミングの早期化を求める声が寄せられている

英文開示実施率（プライム市場）英文開示実施率（プライム市場） 資料別の英文開示の状況資料別の英文開示の状況

出所：東京証券取引所「英文開示実施状況調査」のデータより作成
注：英文開示実施率は、対象書類（決算短信、適時開示資料（決算情報を除くその他の適時開示資料）、株主総会招集通知、コーポレート・ガバナンス報告書、有価証券報告書、IR 説明会資

料、及びその他の英文開示資料）のいずれかの資料について英文開示を行っていると回答した会社

79.7%
85.8%

92.1%

2020年

12月末

2021年

12月末

2022年

４月末

2020年
12月

2021年
12月

2022年
7月

 合理的な範囲で、英語での情報の開示・提供を進めるべき
 プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報を英語で開示・提供すべき

補充原則
３－１②
【改訂】

（2022年7月時点）
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87.6%

78.6%

77.1%

12.6%

8.5%

6.7%

【上位】1,000億円以上

【中位】250億円以上1,000億円未満

【下位】250億円未満

27

５.（１）独立社外取締役の比率
 取締役に占める独立社外取締役の比率は年々上昇しており、プライム市場上場会社の81.6％が独立社外取締

役３分の１以上
 時価総額1,000億円以上に絞ると、87.6％が独立社外取締役３分の１以上

注：2022年は4月14日時点のコーポレート・ガバナンス報告書データを集計

33.6%

43.6%

58.7%

72.8%
81.6%

3.2% 4.3% 6.0% 7.7% 9.5%

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

市場第一部 プライム
市場

３分の１以上

過半数

３分の１以上

過半数

独立社外取締役比率の推移独立社外取締役比率の推移 時価総額規模別の比率（２０２２年）時価総額規模別の比率（２０２２年）

プライム市場上場会社は、独立社外取締役を３分の１以上（必要な場合は過半数） 選任すべき
（その他の市場の上場会社においては2名以上（必要な場合は３分の１以上） ）

原則４－８
【改訂】

時価総額
1,000億円以上
（n= 680）

時価総額
250億円以上

1,000億円未満
（n=695）

時価総額
250億円未満
（n=463）
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５.（２） 指名委員会・報酬委員会

2.9% 2.9% 2.9% 3.1% 3.8%
31.4%

46.7% 55.1% 63.1%
76.0%34.3%

49.7%
58.0%

66.3%

79.8%

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

市場第一部 プライム市場

2.9% 2.9% 2.9% 3.1% 3.8%

34.9%
49.4%

58.1%
67.2%

78.2%37.7%

52.4%
61.0%

70.3%

82.0%

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

市場第一部 プライム市場

：法定（指名委員会等設置会社）

：任意（監査役会設置会社または監査等委員会設置会社）

 プライム市場上場会社のうち、法定の指名委員会等設置会社は3.8%、監査役会設置会社または監査等委員
会設置会社で任意の指名委員会・報酬委員会を設置している会社は8割弱

注：2022年は4月14日時点のコーポレート・ガバナンス報告書データを集計

指名委員会を設置している上場会社の比率指名委員会を設置している上場会社の比率 報酬委員会を設置している上場会社の比率報酬委員会を設置している上場会社の比率

監査役会設置会社または監査等委員会設置会社であって、独立社外取締役が過半数に達してい
ない場合、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の指名委員会・報酬委員会を設置すべき
（プライム市場上場会社は、各委員会について独立社外取締役過半数を基本とし、独立性の考
え方・権限・役割等を開示すべき）

補充原則
４－１０①
【改訂】
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450社

(66%)

216社

(31%)

54社

(12%)

230社

(34%)

479社

(69%)

409社

(88%)

【上位】

1,000億円以上

【中位】

250億円以上

1,000億円未満

【下位】

250億円未満
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５.（３）TCFD賛同上場会社の動向
 2021年6月のコード改訂を契機に、TCFDに賛同する上場会社がプライム市場上場会社を中心に増加
 特にプライム市場の時価総額上位企業（1,000億円以上）では、66%がTCFDに賛同済

出所：TCFDウェブサイトのデータから東証作成

TCFDに賛同している東証上場会社数TCFDに賛同している東証上場会社数 プライム市場上場会社の対応状況プライム市場上場会社の対応状況

TCFDに賛同
（2022年6月時点）

 サステナビリティの取組、人的資本や知的財産への投資等について情報を開示すべき
 プライム市場上場会社は、ＴＣＦＤ等に基づく気候変動関連の開示の質と量の充実を進める

べき

補充原則
３－１③
【新設】

時価総額
1,000億円以上
（n= 680）

時価総額
250億円以上

1,000億円未満
（n=695）

時価総額
250億円未満
（n=463）

277社
(コード改訂案公表時)

（2021年4月）

771社
(うちプライム720社)

（2022年6月）

0社

200社

400社

600社

800社

2017 2018 2019 2020 2021 2022

コード改訂案
公表時から

約500社増加
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５.（４）議決権の電子行使の状況

議決権の電子行使の状況（前年比）議決権の電子行使の状況（前年比）

 プライム市場上場会社において、機関投資家向けの議決権電子行使プラットフォームの利用が大幅に増加
 個人投資家向けにインターネットによる議決権行使を可能とする会社も増加

出所：東京証券取引所「2022年３月期決算会社の定時株主総会の動向について」
注：①プライム市場、②スタンダード市場、③グロース市場の前年比はそれぞれ、昨年調査における、①市場第一部、②市場第二部とJASDAQスタンダードの合計、③

マザーズとJASDAQグロースの合計
注：調査対象は2022年３月期決算の東証上場内国会社2,301社、回答社数1,771社（プライム市場1,004社、スタンダード市場680社、グロース市場87社）

55.9%

92.5%

8.4% 6.9%

76.5%

96.5%

50.7% 49.4%

全社 プライム市場 スタンダード市場 グロース市場

(+18.9pt) (+6.3pt)

(+10.7pt)

(+16.4pt)

(+32.2pt)(+12.8pt)

(+6.3pt) (+5.3pt)

 議決権電子行使を可能とするための環境作りや招集通知の英訳を進めるべき
 プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを

利用可能とすべき

補充原則
１－２④
【新設】

議決権電子行使プラット
フォームの利用状況
（機関投資家向け）

インターネットによる
議決権行使の導入状況
（個人投資家向け）
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６.（１）ＩＰＯ社数の推移

 ＩＰＯ社数は、金融危機後の低迷から徐々に回復し、近年は毎年１００社前後が安定的に上場
 市場別ではマザーズが約７割（2021年）と多く、移行後もグロース市場へのＩＰＯが中心となる見込み

注：テクニカル上場を除く
注：TOKYO PRO Market への新規上場を含み、TOKYO PRO Marketを経由した上場を除く

国内ＩＰＯ社数の推移国内ＩＰＯ社数の推移

6 
8 

93 

16 

13 

163社

109社

47社

19社 22社

37社
46社

57社

78社

95社
84社

93社 97社
90社

102社

136社

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

マザーズ

市場第一部

JASDAQ

TOKYO PRO Marketヘラクレス

市場第二部
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６.（２）①ＩＰＯの現状（業種・サイズ）

注：2013～2021年に上場した会社が対象

 ＩＰＯ会社の業種は、情報・通信業・サービス業に偏重
 米国と比較すると上場時の資金調達額・時価総額が小さい傾向

注：ＩＰＯ時の時価総額は公開価格ベースで計算
注：米国の各年平均はJ. Ritter教授(フロリダ大学)の”Initial Public Offerings:Underpricing“から作成、1ドル＝120円で換算

マザーズＩＰＯ会社の業種マザーズＩＰＯ会社の業種 ＩＰＯ時の資金調達額・時価総額ＩＰＯ時の資金調達額・時価総額

年
マザーズ （参考）米国

平均資金調達額 平均時価総額 平均資金調達額 平均時価総額
2017年 8 億円 83 億円 260 億円 1,834 億円
2018年 23 億円 163 億円 300 億円 1,934 億円
2019年 13 億円 151 億円 420 億円 3,546 億円
2020年 10 億円 101 億円 450 億円 4,996 億円
2021年 14 億円 159 億円 458 億円 4,583 億円

時価総額1,000億円以上のマザーズIPO時価総額1,000億円以上のマザーズIPO

上場日 銘柄名 業種 IPO時
資金調達額

IPO時
時価総額

2018年6月 メルカリ 情報・通信業 545 億円 4,060 億円
2018年7月 ＭＴＧ その他製品 293 億円 2,241 億円
2021年4月 ビジョナル 情報・通信業 106 億円 1,780 億円
2021年3月 Appier Group 情報・通信業 146 億円 1,598 億円
2019年6月 Sansan 情報・通信業 23 億円 1,347 億円
2021年9月 セーフィー 情報・通信業 80 億円 1,194 億円

注：上場時価総額は公開価格ベースで計算

（２０１７年以降）

情報・通信業
38%

サービス業
33%

小売業
7%

不動産業
5%

医薬品
3%

建設業
2%

卸売業
2%

その他
10%

情報・通信業と
サービス業で約７割

米国と比較して規模が小さい
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６.（２）②ＩＰＯの現状（地域・クロスボーダー）

 ＩＰＯ企業は東京に集中
 外国会社をはじめ、海外と関係がある企業のクロスボーダーＩＰＯは毎年一定数実施

本社所在地 年間ＩＰＯ社数 (参考)上場会社数

東京 89社
（65％）

2,083社
（55%）

東京以外 47社
（35%）

1,733社
（45%）

北海道・東北 1社 83社

関東(東京除く) 11社 356社

中部 11社 410社

関西 17社 648社

中国・四国 ２社 129社

九州・沖縄 5社 107社

合計 136社 3,816社

注：年間IPO社数は2021年実績、上場会社数は2022年4月4日時点。
いずれもTOKYO PRO Marketを含む。

年 新規上場したクロスボーダー企業

2011  ネクソン(韓)
 ダブル・スコープ(韓)

2014  アキュセラ(米)

2015  サンバイオ(米)
 RS Technologies(中)

2016  シルバーエッグ・テクノロジー(米)
 LINE(韓)

2017  テックポイント(米)
 HANA TOUR JAPAN(韓)

2018  Kudan(英)

2019  ダブルエー(中)

2020  モダリス(米)
 Kaizen Platform(米)

2021

 オムニ・プラス・システム(シンガポール)
 YCPホールディングス (シンガポール)
 Appier Group(台)
 アクシージア(中)
 ハイブリッドテクノロジーズ(越)

地域別のＩＰＯ件数地域別のＩＰＯ件数 クロスボーダー企業のＩＰＯクロスボーダー企業のＩＰＯ

注：①外国会社、②外国人経営者を有する日本企業、③インバージョン企業
（外国籍から日本籍へ）、④外国籍企業の日本子会社が対象
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６.（３）マザーズにおける資金調達の状況

 マザーズ上場会社の資金調達額は近年増加傾向
 上場後における資金調達も増加しているが、公募による大規模なファイナンスを実施する会社はごく一部

マザーズ資金調達額の推移マザーズ資金調達額の推移

374億円

1,421億円

781億円 647億円

1,281億円

1,350億円

1,066億円

1,504億円 1,830億円

3,187億円

0億円

1,000億円

2,000億円

3,000億円

4,000億円

5,000億円

2017 2018 2019 2020 2021

IPO以外

IPO

内
訳

2,694 億円

39 件

2,576 億円

677 件

2,165 億円
506 件

1,352 億円

31 件150 億円
7 件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

転換社債型
新株予約権付社債

マザーズ資金調達の内訳マザーズ資金調達の内訳
（IPO以外、2017~2021合計）

公募
（IPO以外）

新株予約権
発行・権利行使

第三者
割当増資

優先株

調達額 件数
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【参考】マザーズ上場会社による主な資金調達

（2017年~2021年、調達額100億円以上、IPO除く）

会社名 証券
コード 年月日 事由 資金調達額 備考

フリー 4478 2021年4月 公募（海外） 368 億円

日本アセットマーケティング 8922 2017年11月 第三者割当増資 319 億円 ドンキホーテホールディングスへの割当

そーせいグループ 4565 2021年7月 転換社債型新株予約権付社債（海外） 300 億円

メルカリ 4385 2021年7月 転換社債型新株予約権付社債（海外） 250 億円

メルカリ 4385 2021年7月 転換社債型新株予約権付社債（海外） 250 億円

そーせいグループ 4565 2017年11月 公募（海外） 224 億円

ティーケーピー 3479 2019年10月 公募（国内・海外同時） 218 億円

ＰＫＳＨＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 3993 2019年7月 公募（国内・海外同時） 209 億円

アンジェス 4563 2021年 新株予約権の権利行使 175 億円 MSワラント

そーせいグループ 4565 2020年7月 転換社債型新株予約権付社債（海外） 160 億円

ジャパンインベストメントアドバイザー 7172 2018年6月 公募（国内） 131 億円

ＢＡＳＥ 4477 2020年10月 公募（海外） 130 億円 Accelerated Book Building（ABB）

アンジェス 4563 2020年 新株予約権の権利行使 115 億円 MSワラント

ＪＭＤＣ 4483 2020年11月 公募（海外） 112 億円 Accelerated Book Building（ABB）

アンジェス 4563 2020年12月 第三者割当増資 111 億円 買収目的で設立した同社完全子会社への割当

ＧＡ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 3491 2021年1月 公募（国内） 111 億円

サンバイオ 4592 2018年 新株予約権の権利行使 111 億円 MSワラント

ライフネット生命保険 7157 2021年9月 公募（海外） 102 億円

日本アセットマーケティング 8922 2017年 新株予約権の権利行使 100 億円

大型の案件では、海外調達も多い
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６.（４）マザーズ上場会社の成長

 マザーズ上場後、平均値としては高い成長が実現している一方、中央値としては大きな成長は見られず、
半数前後の会社が上場時の時価総額を下回る状況

上場１年後 ３年後 ５年後 ７年後

平均値 132 153 230 283

最大値 2,992 1,323 3,421 2,312

p75 150 179 251 359

中央値 88 90 107 126

p25 56 50 58 60

最小値 15 11 6 7

サンプル数 488 社 362社 243 社 142 社

注：
• 2010年以降にマザーズに上場した会社を対象とし、上場した月の月末時点

の時価総額を100として、上場ｘ年後の月末時点の時価総額をスコア化
• 上場ⅹ年後時点で上場廃止している場合、当該時点の集計対象から除く
• P75は下位から75%に位置する企業、 P25は下位から25%に位置する企業

の数値を示す

上場月の月末時価総額を100とした上場ⅹ年後の時価総額上場月の月末時価総額を100とした上場ⅹ年後の時価総額
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400

0

100

200

300

400

上場１年後 ３年後 ５年後 ７年後

中央値

p75

p25

最小値

最大値

平均値

2,992 1,323 3,421 2,312

大きく上昇

ほぼ変化なし
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【参考】マザーズ上場後に時価総額1,000億円以上に到達した会社

＃ 証券
コード 銘柄名 マザーズ

上場年月 現市場区分 業種 上場月の
月末時価総額

直近の
時価総額 倍率

1 3186 ネクステージ 2013/7 プライム 小売業 58億円 1,881億円 32.6倍
2 6532 ベイカレント・コンサルティング 2016/9 プライム サービス業 258億円 5,610億円 21.7倍
3 3697 ＳＨＩＦＴ 2014/11 プライム 情報・通信業 194億円 3,145億円 16.2倍
4 7816 スノーピーク 2014/12 プライム その他製品 71億円 1,035億円 14.7倍
5 3923 ラクス 2015/12 プライム 情報・通信業 210億円 2,898億円 13.8倍

6 6544 ジャパンエレベーターサービスホールディングス 2017/3 プライム サービス業 108億円 1,253億円 11.6倍

7 3962 チェンジ 2016/9 プライム 情報・通信業 142億円 1,565億円 11.1倍
8 6080 Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ 2013/11 プライム サービス業 132億円 1,131億円 8.6倍
9 2931 ユーグレナ 2012/12 プライム 食料品 151億円 1,044億円 6.9倍
10 9517 イーレックス 2014/12 プライム 電気・ガス業 202億円 1,303億円 6.5倍
11 9519 レノバ 2017/2 プライム 電気・ガス業 389億円 1,933億円 5.0倍
12 6619 ダブル・スコープ 2011/12 プライム 電気機器 254億円 1,238億円 4.9倍
13 3994 マネーフォワード 2017/9 プライム 情報・通信業 564億円 1,814億円 3.2倍
14 9418 ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ ＨＯＬＤＩＮＧＳ 2014/12 プライム 情報・通信業 375億円 1,166億円 3.1倍
15 4587 ペプチドリーム 2013/6 プライム 医薬品 927億円 1,849億円 2.0倍
16 4485 ＪＴＯＷＥＲ 2019/12 グロース 情報・通信業 869億円 1,475億円 1.7倍

注：2010年以降にマザーズに新規上場した会社で、上場月の月末時点における時価総額1,000億円未満、
かつ直近（2022年7月1日時点）で時価総額1,000億円以上の会社
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【参考】 事業計画及び成長可能性に関する事項の開示の状況（グロース市場）

 グロース市場の上場会社は、全社が２０２１年末までに「事業計画及び成長可能性に関する事項」を開示
 今後は１年に１回以上（少なくとも事業年度経過後３か月以内に１回）、進捗を反映した最新の内容を開示

開示項目 主な記載内容

ビジネス
モデル

事業の内容  製商品・サービスの内容・特徴、事業ごとの寄与度、今後必要となる許認可等の
内容やプロセス

収益構造  収益・費用構造、キャッシュフロー獲得の流れ、収益構造に重要な影響与える条
件が定められている契約内容

市場環境
市場規模  具体的な市場（顧客の種別、地域等）の内容及び規模

競合環境  競合の内容、自社のポジショニング、シェア等

競争力の源泉 競争優位性  成長ドライバーとなる技術・知的財産、ビジネスモデル、ノウハウ、ブランド、
人材等

事業計画

成長戦略
 経営方針・成長戦略、それを実現するための具体的な施策（研究開発、設備投資、

マーケティング、人員、資金計画等） ※事業計画の対象期間については、上場
会社各社の事業内容に応じて異なることを想定

経営指標  経営上重視する指標（指標として採用する理由、実績値、具体的な目標値など）

利益計画及び前提条件  （中期利益計画を公表している場合）その内容及び前提条件

進捗状況  前回記載事項の達成状況、前回記載した事項からの更新内容、次に開示を行うこ
とを予定している時期

リスク情報 認識するリスク及び対応策  成長の実現や事業計画の遂行に重要な影響を与えうる主要なリスク及び対応策
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本日ご議論いただきたい事項①

＜総論＞
 市場区分の見直しは、各市場区分のコンセプト及び上場基準を再設計し、上場会社の持続的な成長と中

長期的な企業価値向上を支えることで、投資者に魅力的な市場を構築することを目的としている。
 総論として、本会議におけるフォローアップの内容や方法、見直しの実効性を確保していくための

取組等についてどう考えるか。

＜各論＞
（プライム市場）
 プライム市場は、投資家との建設的な対話を中心に据えて中長期的な企業価値向上の実現に取り組む企

業を対象とし、上場基準やコーポレートガバナンス・コードにおいて、多様な機関投資家の投資対象と
なる潤沢な流動性の確保や、一段高いガバナンス、英文開示やサステナビリティ開示の充実などを求め
ている。
 プライム市場について、どのような観点からフォローアップを行うことが考えられるか。

‐ たとえば、上場会社における企業価値向上に向けた取組の動機付け、投資家との対話の促進な
どの観点からフォローアップを行っていくことが考えられるか。また、プライム市場の中でも、
上場会社の時価総額が大きく異なる中、観点が規模に応じて異なることなども考えられるか。
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本日ご議論いただきたい事項②

（スタンダード市場）
 スタンダード市場は、投資対象としての一定の流動性と基本的なガバナンスを備え、自社に適した方法

で中長期的な企業価値向上の実現に取り組む企業を対象としている。
 スタンダード市場について、どのような観点からフォローアップを行うことが考えられるか。

‒ たとえば、上場会社における企業価値向上に向けた取組の動機付け、ＩＰＯ市場としての機能
発揮などの観点からフォローアップを行っていくことが考えられるか。

（グロース市場）
 グロース市場は、高い成長可能性を有し、それを実現していくための事業計画を適切に開示することで

投資家からの一定の評価が得られる一方、事業実績の観点からリスクの高い企業を対象としている。
 グロース市場について、どのような観点からフォローアップを行うことが考えられるか。

‒ たとえば、ＩＰＯマーケットとしての機能発揮、上場後における高い成長可能性の実現などの
観点からフォローアップを行っていくことなどが考えられるか。
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本日ご議論いただきたい事項③

（経過措置）
 新市場区分においては、適合していない上場維持基準に関して、適合に向けた取組を策定のうえ、進

捗も含めたその開示を適時・適切に行う上場企業を対象に、「当分の間」の経過措置を設けている。

 上場維持基準への適合に向けた取組を促進しつつ、各市場区分が想定するコンセプトを適切に実
現していく観点から、現在は「当分の間」としている経過措置の在り方について、どう考えるか。

（その他）

 前記のフォローアップのほか、より中長期的な視点から、新市場区分の上場基準やその他の上場
制度の在り方について、将来的に見直しが必要だと考える事項はあるか。
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ＰＥＲ（株価収益率）

注：Bloombergから取得したデータを東証で加工、
データが得られる企業のみ抽出、2022年7月1日時点

30%

16%

30%

37%

36%

31%

18%

26%

20%

15%

22%

20%

日本

(TOPIX500)

米国

(S&P500)

欧州

(STOXX600)

ＰＥＲの海外比較 (主要企業)ＰＥＲの海外比較 (主要企業)

10倍未満
10倍以上
20倍未満

20倍以上
30倍未満 30倍以上

注：QUICKから取得したデータを東証で加工、2022年7月1日時点(外国会社を除く)
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ＲＯＩＣの海外比較 (主要企業)ＲＯＩＣの海外比較 (主要企業)
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ＲＯＩＣ（投下資本利益率）
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0％以上
5％未満

5％以上
10％未満 15％以上

10％以上
15％未満

注：QUICKから取得したデータを東証で加工、2022年7月1日時点(外国会社を除く)
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上場維持基準に適合していない会社の状況

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
流通株式時価総額
（１００億円以上） ● ● ● ● 217社

流通株式数比率
（３５％以上） ● ● ● ● 36社

売買代金
（０.２億円以上／日） ● ● ● ● 81社

該当社数 5 11 0 51 150 20 25 262社

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

計
画
期
間

~１年 1 10 4 5 20社（8%）

１～２年 1 3 18 4 4 30社（11%）

２~３年 ５ 22 59 5 12 103社（39%）

３~４年 1 2 10 32 5 3 53社（20%）

４~５年 4 3 7 19 2 1 36社（14%）

５年～ 8 12 20社（8%）

注：「●」は当該基準に適合していないことを示す（例：①は３つの基準すべてに適合していない会社）
注：適合計画を開示している295社のうち、自社の試算ベースで適合した旨を公表した33社は集計対象外

・基準ごとの適合していない会社数

・基準ごとの計画期間の分布

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間。複数の基準に適合していない場合、最長の計画期間を採用

プライム市場プライム市場

注：2022年７月１日時点
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上場維持基準に適合していない会社の状況

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
流通株式時価総額
（１０億円以上） ● ● ● ● 122社

流通株式数比率
（２５％以上） ● ● ● ● 77社

株主数
（４００人以上） ● ● ● ● 11社

該当社数 0 11 2 6 105 64 3 191社

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

計
画
期
間

~１年 1 7 5 1 14社（7％）

１～２年 1 1 15 10 2 29社（15％）

２~３年 7 1 41 31 80社（42％）

３~４年 1 4 20 9 34社（18％）

４~５年 1 21 5 27社（14%）

５年～ 1 1 1 3 6社（3%）

注：「●」は当該基準に適合していないことを示す（例：①は３つの基準すべてに適合していない会社）
注：適合計画を開示している209社のうち、自社の試算ベースで適合した旨を公表した18社は集計対象外

・基準ごとの適合していない会社数

・基準ごとの計画期間の分布

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間。複数の基準に適合していない場合、最長の計画期間を採用

スタンダード市場スタンダード市場

注：2022年７月１日時点
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上場維持基準に適合していない会社の状況

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
流通株式時価総額
（５億円以上） ● ● ● ● 2社

流通株式数比率
（２５％以上） ● ● ● ● 20社

時価総額
(10年経過後40億円以上) ● ● ● ● 18社

該当社数 0 0 0 1 1 20 17 39社

適合していない基準の組合せ 合計① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

計
画
期
間

~１年 1 2 1 4社（10％）

１～２年 5 7 12社（31%）

２~３年 6 5 11社（28%）

３~４年 3 1 4社（10%）

４~５年 1 3 3 7社（18%）

５年～ 1 1社（3%）

注：「●」は当該基準に適合していないことを示す（例：①は３つの基準すべてに適合していない会社）
注：適合計画を開示している45社のうち、自社の試算ベースで適合した旨を公表した６社は集計対象外

・基準ごとの適合していない会社数

・基準ごとの計画期間の分布

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間。複数の基準に適合していない場合、最長の計画期間を採用。

グロース市場グロース市場

注：2022年７月１日時点
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海外投資家アンケート調査結果

出所：東証「英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果（2021年8月）」

海外投資家における「投資を行ううえで必要な情報」海外投資家における「投資を行ううえで必要な情報」

全回答（54件）

注：必須：英文開示がない場合は投資しない、必要：英文開示を必要としている、有用；英文開示があれば利用する、不要：英文開示があっても利用しない
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市場区分別の売買状況
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スタンダード
843億円

プライム
3.3 兆円

グロース
1,260億円

マザーズ

市場第一部

JASDAQ
市場第二部

1日平均売買代金（兆円）

投資部門別の売買状況
（2022年4月~6月）

投資部門別の売買状況
（2022年4月~6月）
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海外投資家 その他個人投資家

注：2022年4月1日は、FY2021 4Qに含む


